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1. 整備効果 

道の駅の整備によって、定量的な効果（道の駅の売上による経済波及効果）と定性的な効果（そ

の他の経済的・社会的な効果）が期待できます。 

 

経済波及効果の検討 1.1 

分析手法の概要 (1) 

産業連関表による経済波及効果分析により、本事業による直接・間接の経済効果を把握します。 

産業連関表は、作成対象年次における我が国の経済構造を総体的に明らかにするもので、この

仕組みを利用して、ある産業に新たな需要が発生した場合にどういう形で生産が波及していくの

かを計算することが可能となります。 

 

1) 経済波及効果の概要 

経済波及効果とは、ある産業に消費や投資などの最終需要が生じることにより、その産業の生

産を誘発するとともに、次々と他の産業の生産も誘発していくことを指します。その生産誘発額

は直接効果、第 1 次間接効果、第 2 次間接効果の 3 段階に分けて計算されます。 

表 経済波及効果の概要 

効果の種別 内容 波及効果の種別 

直接効果 消費・投資などの最終需要によって生じた最初の生

産額の増加。 
第 1次波及効果 

第 1次間接効果 新たな生産（直接効果）に伴う原材料の投入によっ

て、原材料を生産する産業で誘発される生産額。 

第 2次間接効果 第 1次波及効果（直接効果及び第 1次間接効果）に

伴って生じる雇用者所得が新たな消費（民間消費支

出）に使われ、それによって誘発される生産額。 

第 2次波及効果 

総合効果 第 1次波及効果と第 2次波及効果の合計額。  

出典：「産業連関分析入門」（p.12）入谷貴夫著 

2) 試算に用いる産業連関表・経済波及効果算定ツール 

茨城県では、令和 2年 3月に茨城県の経済波及効果を分析するツール「経済波及効果分析シー

ト」を公開しており、本試算ではこの分析ツールを用い、本事業における経済波及効果の分析を

行います。 

表 本試算で用いる分析ツール 

分析ツール 経済波及効果分析ツール（37部門） 

算出できる経済効果 茨城県内（域内）への経済波及効果 

出典：茨城県企画部統計課 

https://www.pref.ibaraki.jp/kikaku/tokei/fukyu/tokei/betsu/sangyo/io27/index.html 

産業連関表について： https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/data/io/t_gaiyou.htm（総務省） 

資料５ 
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経済波及効果の分析 (2) 

今回の分析では、本事業による経済効果を、道の駅の運営による効果（ランニング効果）としま

す。計画している道の駅での売上として、物販（農畜産物、特産品等）、飲食（レストラン等）、貸

室（多目的スペース）などが想定されますが、大部分を物販と飲食が占めることが想定されること

から、ここでの試算では物販と飲食を対象とし、その売上を新規需要と設定します。 

 

1) 道の駅の売上げ予測 

需要予測の結果より、想定売上高は、計画交通量から算出される想定利用者数と県内「道の駅」

の単位人数あたりの売上高を用いて算出し、年間約 7.36 億円の売上が見込める結果となりました。 

 

【補足】 

・数式中の（）内は休日の数値 

・上限値および下限値は、繁忙期および閑散期の計画交通量が 1 年間続くと仮定した場合の数値 

 

※1 想定利用者数の算出に用いる計画交通量は、「道の駅」地域振興施設の営業時間 9:00～18:00（9 時間）

を想定して算定した。 

※2 台換算係数は、平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査における、車種別（小型、普通貨物、大型バ

ス）、平日休日別の関東内陸ブロックの平均乗車人員を採用した。 

※3 道の駅へのヒアリング結果より、2021 年の各道の駅の売上／施設利用者数の平均を採用した。 

 

  

【想定売上高】

④想定
利用者数

⑤県内「道の駅」の単
位人数あたり売上高※3

⑥想定売上高

想定売上高 ： ④774,532 人 × ⑤0.095億円/万人 ＝ ⑥7.36億円/年

（参考）上限値： ④831,741 人 × ⑤0.095億円/万人 ＝ ⑥7.90億円/年
（参考）下限値： ④684,513 人 × ⑤0.095億円/万人 ＝ ⑥6.50億円/年

【想定利用者数】

②補正
立ち寄り率

③乗車率※2
①計画交通量
（台／9h）※1

④想定
利用者数

想定利用者数： ①12,039台/9h（10,395） × ②0.07～0.25 × ③1.2～20.4 × 246日(119) ＝ ④774,532 人/年

（参考）上限値： ①12,677台/9h（11,538） × ②0.07～0.25 × ③1.2～20.4 × 246日(119) ＝ ④831,741 人/年
（参考）下限値： ①11,036台/9h（ 8.594） × ②0.07～0.25 × ③1.2～20.4 × 246日(119) ＝ ④684,513 人/年

365日
（平日246、
休日119）
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2) 各部門への割り付けの考え方 

前項で整理した対象とする需要（直接効果）が「どの産業部門にどの程度発生するのか」を設

定することを通じ、各部門への効果を算定します。産業連関表上の各部門への割り付けにあたっ

ては、前項において算出した想定売上高に売上高比率※1 乗じて算出した各施設の想定売上高を採

用します（下表）。 

また、産業連関表上の自給率は部門ごとに設定されていますが、農畜産物直売所の自給率を

100％に変更して算定します。 

表 売上品目と部門分類の対応表 

施設 基本分類（例） 部門分類※2 

（37部門） 

売上高 

比率 

想定売上高 

農畜産物 

直売所 

生鮮野菜や果実、花き、生

乳、卵、肉用牛等 

農業 
50％ 368 百万円 

特産品販売 

コーナー 

肉類、乳製品、水産加工品、

調味料、酒類、冷凍食品等 

飲食料品 
20％ 147 百万円 

飲食スペース レストラン・テイクアウト

等の飲食サービス 

対個人サービス 
30％ 221 百万円 

 

※1 他の道の駅の事例から設定 

※2 平成 27年茨城県産業連関表  

 

3) 経済波及効果の試算 

前項までの検討結果及び分析ツールを用いて算定した経済波及効果の試算結果を次表に示します。

直接効果、一次波及効果、二次波及効果を含めた総合結果として年間約 8.16億円の効果が想定され、

雇用者誘発人数（最終需要が直接・間接に誘発した雇用者）についても合計 61 人の雇用が期待

できるという結果となりました。 

表 経済波及効果の試算結果 

 

 

(注)四捨五入の関係で、内訳の合計と合計項目の値が一致しないことがある。 

 

茨城県 経済波及効果分析シート（37部門） 

  

H27年表 （単位：百万円，人）

うち雇用者所得

合計 577 162 77 816 454 179 61

効果合計（ａ＋ｂ＋ｃ）

ａ．直接効果
ｂ．第１次
間接効果

ｃ．第２次
間接効果

雇用者誘発数
うち粗付加価値額
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社会的・経済的に期待される波及効果 1.2 

道の駅整備によって期待できる効果は、以下の図に示すとおりです。 

図 道の駅整備によって得られる効果 

特に、以下の機能については、地域への波及効果をより一層を高めるため、重点的に取組を推

進していきます。 

 子育て世代をターゲットにしたコンテンツを充実させることで、若い世代の来訪を増やし、地

域のランドマークとして、幅広い世代におけるシビックプライドの向上を図ります。 

地元農畜産物のブランド化や 6次産業化に取り組む、農業関係者を中心とした生産・出荷体制

を構築し、商品の高付加価値化や他道の駅との差別化を進めることで、農業振興による地域の活

性化及びブランド化を図ります。 

IC 近接の立地を最大限に活かし、交通アクセスの強化や地域のレジリエンスを向上させるこ

とで、人やモノの移動による地域経済の活性化、安心・安全な生活の確保を目指します。 

 

 

 
 

休憩機能
情報発信
機能

地域連携機能
交通結節
機能

防災拠点
機能

道の駅の基本機能 那珂でつながる機能 那珂IC近接の立地を活かした機能

社会的効果 経済的効果

レジリエンス
強化

来訪者の
安全確保

雇用の
創出

交通安全
地域の魅力発信
メディア露出

交通利便性の
向上

子育て環境
の充実

「道の駅」整備による直接的な効果

買い物
売上の向上

イベントの
売上

地域への波及効果（地域振興効果）

ブランド力
知名度の向上

地域づくり
活動

定住人口
の増加

産業活性化
地産地消
促進

就業者の
増加

周遊観光
ツーリズム

暮らしやすさ
の向上

地場産業の
生産増加

交流人口の
増加

新たな文化の
創造

豊かな暮らし
外出機会の創

出

子育て機能・農業振興機能・
IC近接の立地を活かした機能の強化

生産体制
構築


